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平成 年度「地域とともにある学校づくり」推進協議会24

「地域とともにある学校づくりと学校からのまちづくり」

佐藤晴雄(日本大学)

１．コミュニティ・スクールに期待される効果

図１コミュニティ・スクールに期待される効果

コミュニティ・スクールの効果

（１）学校運営協議会の４つの機能－直接的効果へのつながり－

■４つの機能

①対面・情報交換機能 ①軌道修正効果

②協議・意見交換機能 ②ニーズ把握効果

③参画・承認機能 ③課題解決効果

④透明化機能 ④支持的効果

■４つの効果

①軌道修正効果

様々な角度から学校を把握できる(問題の修正)。

客観的立場から(岡目八目的)・複眼的に・外部から・遠方からex.
児童生徒の全容(学校からは見えない姿)の理解ex.

②ニーズ把握効果

ニーズの把握は専門性だけで十分か。

「余所から来た先生方に、地域の子どもたちの教育をすべて任せることに疑問」

⇒ニーズと供給(教育)との直面こそが発展の第一歩

保護者や地域住民の思い・意向、地域特性などex.
③課題解決効果

学校教育の「専門性」だけでは解決できない問題もある (高い専門性を生かした課題解

決へ)。

専門的意見(医療、福祉、法、心理、特定の教育分野、民間経営、地域事情ほか)ex.

学校運営協議会

の効果
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④支持的効果

学校の方針決定に迷いがある時、学校運営協議会で支持する

方針決定に際しての支持を得る ／ 委員の当事者意識の高揚も期待ex.

図２ いろいろな立場からの認識が得られる 図３ 学校の盲点を把握できる－「ジョハリの窓」－
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図４ 見えないものが見える－遠望的な効果－
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(２)コミュニティ・スクールの効果－間接的(周辺)効果－

コミュニティ・スクールに指定されたことによって間接的に生じる効果

①ユニフォーム効果( ブランド効果)or
②当事者意識高揚効果

◎学校を核にした地域づくり委員以外の関係者の当事者意識

③協働実践推進効果 (スクール・コミュニティ)

④取組の継続・安定化効果
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２．学校運営協議会の運営

ステップを踏む（１）

情報交換・連絡調整→学校支援･相互補完→評価・意見具申・協働

ステップ１ 相互(学校と保護者・地域)理解段階

ステップ２ 学校支援段階

ステップ３ 権限フル活用段階(任用に関する意見具申も)

図５ 学校運営協議会活動のステップ

（２）他の関係組織との調整・整理を図る

学校評議員、学校支援地域本部、学校関係者評価委員会などとの調整を図り、学

校運営協議会に集約するようなスリム化が課題
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(３)委員以外の声を拾い、学校運営協議会の様子を広く伝える

３．地域の変化－文部科学省委託調査結果より－

表 コミュニティ・スクールの成果としての地域の変化

CS指定年度
平成16 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23

合計年度+1 年度 年度 年度 年度 年度 年度

7年度

28.4%Q12地域が学校に協 43.9% 26.9% 41.1% 27.3% 21.3% 26.0% 21.7%当てはまる

力的になった
45.5% 67.9% 51.1% 64.6% 68.0% 60.0% 53.3% 59.3%ある程度当てはま

る

Q12地域の教育力が 18.2% 9.0% 10.0% 11.1% 6.6% 4.0% 10.0% 9.3%当てはまる

向上した
53.0% 53.8% 52.2% 49.5% 46.7% 50.0% 30.8% 47.0%ある程度当てはま

る

Q12地域が活性化し 16.7% 9.0% 14.4% 8.1% 6.6% 9.0% 4.2% 9.0%当てはまる

た
50.0% 47.4% 44.4% 43.4% 40.2% 40.0% 36.7% 42.4%ある程度当てはま

る

24.9%Q12地域と連携した 42.4% 28.2% 32.2% 20.2% 23.0% 19.0% 18.3%当てはまる

取組が組織的にな
った 47.0% 61.5% 63.3% 69.7% 56.6% 62.0% 52.5% 59.1%ある程度当てはま

る

Q12保護者や地域か 10.6% 6.4% 13.3% 4.0% 10.7% 9.0% 6.7% 8.6%当てはまる

らの苦情が減少し
た 56.1% 41.0% 36.7% 44.4% 31.1% 36.0% 28.3% 37.6%ある程度当てはま

る

Q12保護者・地域に 30.3% 16.7% 22.2% 21.2% 20.5% 17.0% 11.7% 19.3%当てはまる

よる学校支援活動
が活発になった 56.1% 70.5% 64.4% 60.6% 51.6% 68.0% 60.8% 61.3%ある程度当てはま

る

【参考文献】

・佐藤晴雄編『コミュニティ・スクールの研究』風間書房、 年2010
・佐藤晴雄『学校を変える 地域が変わる』教育出版、 年2002
・佐藤晴雄編『学校支援ボランティア』教育出版、 年2004
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